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令和２年度ごみ処理手数料改定時は、焼却施設稼働による経費増が見込まれるため、間接的経費を除く直接的経費にそれぞれ

軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を算出した。

資料3-2
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令和２年度手数料改定の際の試算方法は表１の予測経費を家庭系（表２）と事業系（表３）に処理量（見通し）に基づき案分。

家庭系は2/3軽減、事業系一般廃棄物は１/3軽減した経費を処理量（見通し）にて割り返して算定単価を算出。

（表１） 単位：千円 （表2）

予測経費 総経費 2/3軽減 処理量 処理原価
容量換算
６ｋｇ/４０ℓ

Ｒ2～Ｒ６ （千円） （千円） （ｔ） （円/ｋｇ） （円/４０ℓ）

収集運搬 収集運搬費 3６８,５１４ 可燃 3８７,32１ １2９,１０７ ６,33５ 2０.3８ １22.2８ 3.０６円/ℓ 3円/ℓ

生ごみ処理施設運営管理費 3６,８７０ 不燃 ４４,５４１ １４,８４７ ５５６ 2６.７０ １６０.22 ４.０１円/ℓ ４円/ℓ

施設整備費（生ごみ） １５,０６０ 生 １０４,４3５ 3４,８１2 2,４５５ １４.１８ ８５.０８ 2.１3円/ℓ 2円/ℓ

焼却施設管理運営事業費 32５,４００ 資源物（参考） １2５,９０７ ４１,９６９ 2,７８６ １５.０６ ９０.3９ 2.2６円/ℓ ０円/ℓ

施設整備費（焼却） １５０,１０3 粗大 １００円～９００円

リサイクルセンター運営管理費 ９１,４2６ 可燃粗大・直搬 3７,４７９ １2,４９3 ９７４ １2８.3円/１０ｋｇ

施設整備費（リサイクル） ６,５９５ 不燃粗大・直搬 ７０,１０９ 23,3７０ １,００９ 23１.６円/１０ｋｇ 23１円/１０ｋｇ

ごみ処理場運営管理費 １3４,４１８ 合計 ７６９,７９2 2５６,５９８ １４,１１５

施設整備費（ごみ処理場） ５０,９2１ （表3）

総務管理費 ０ 総経費 １/3軽減（一廃） 処理量

循環型社会推進費 ０ （千円） （千円） （ｔ）

環境美化推進費 ０ 事業系可燃 ７９,４７１ ５2,９８１ 2,４3６ 2１７.４９円/１０ｋｇ 2１７円/１０ｋｇ

減価償却費（廃棄物管理課） ０ 事業系不燃 ４８,４９８ 32,332 ９４０ 3４3.９６円/１０ｋｇ 3４3円/１０ｋｇ

人件費（廃棄物管理課） ０ 事業系生 １７,５０2 １１,６６８ １,2４８ ９3.４９円/１０ｋｇ ９3円/１０ｋｇ

消化ガス売却収入 -2０,０００ 事業系資源 2,６００ １,７33 １５2 １１４.０１円/１０ｋｇ １１４円/１０ｋｇ

有価物売払収入 -４７,７６2 産廃可燃 １3７,５８５ １3７,５８５ 3,７７１ 3６４.８５円/１０ｋｇ ４００円/１０ｋｇ

１,１１１,５４５ 産廃不燃 ５６,０９６ ５６,０９６ １,2１１ ４６3.22円/１０ｋｇ ５０９円/１０ｋｇ

23,８７3 合計 3４１,７５2 2９2,3９５ ９,７５８

４７ ※現行手数料の産廃可燃・不燃は税込　　　③　１ｋｇ当たりの処理原価（円/ｋｇ）　①/②

現行手数料

経常
費用

処理
原価

中間処理

最終処分

管理
費用

管理

事業系 算定単価 現行手数料

収入

　　　①　処理原価の合計金額（千円）

　　　②　処理量（ｔ） 

費用種別 部門 費目 家庭系 算定単価

残渣（生ごみ・資源・し渣）、焼却灰、ボランティア袋含まず。
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令和２年度手数料改定時

予測経費及び処理量見通しから算出する

処理原価は４７円/ｋｇ

令和２～３年度実績から算出する

処理原価は６１円/ｋｇ

⇒１４円/ｋｇの乖離が生じている

乖離の主な要因として

ア．焼却施設稼働前の積算であったこと

イ．焼却施設稼働に伴うごみ処理場運営管理

費の削減見込額が大きかったこと

ウ．処理量の見通しと実績に乖離が生じてい

ること

【令和２年度手数料改定時の処理原価見込と実績対比】

（表４） 単位：千円

予測経費 実績

Ｒ２～Ｒ６ Ｒ2～Ｒ3

Ａ Ｂ Ａ－Ｂ

収集運搬 収集運搬費 3６８,５１４ 3６８,2７９ +23５

生ごみ処理施設運営管理費 3６,８７０ 3９,８９９ -3,０2９

施設整備費（生ごみ） １５,０６０ １４,７４６ 3１４

焼却施設管理運営事業費 32５,４００ 3６８,223 -４2,８23

施設整備費（焼却） １５０,１０3 １４５,８3９ +４,2６４

リサイクルセンター運営管理費 ９１,４2６ ８５,2４９ +６,１７７

施設整備費（リサイクル） ６,５９５ ６,８１０ -2１５

ごみ処理場運営管理費 １3４,４１８ １８５,０７４ -５０,６５６

施設整備費（ごみ処理場） ５０,９2１ ５０,０６８ +８５3

総務管理費 ０ ０ ０

循環型社会推進費 ０ ０ ０

環境美化推進費 ０ ０ ０

減価償却費（廃棄物管理課） ０ ０ ０

人件費（廃棄物管理課） ０ ０ ０

消化ガス売却収入 -2０,０００ -3７,23１ +１７,23１

有価物売払収入 -４７,７６2 -2９,６８７ -１８,０７５

１,１１１,５４５ １,１９７,2６９ -８５,７2４

23,８７3 １９,６９６ +４,１７７

４７ ６１ -１４

差

経常
費用

処理
原価

中間処理

最終処分

管理
費用

管理

収入

　　　①　処理原価の合計金額（千円）

　　　②　処理量（ｔ）

　　　③　１ｋｇ当たりの処理原価（円/ｋｇ）　①/②

費用種別 部門 費目

ア

イ

ウ
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令和２～３年度の平均実績から令和２年度手数料改定時と同様に軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を算出。

算定単価と現行手数料では乖離が生じている。

（表５） 単位：千円 （表６）

Ｒ2～Ｒ3 総経費 2/3軽減 処理量 処理原価
容量換算
６ｋｇ/４０ℓ

平均実績 （千円） （千円） （ｔ） （円/ｋｇ） （円/４０ℓ）

収集運搬 収集運搬費 3６８,2７９ 可燃 ５０４,１６７ １６８,０５６ ７,９７１ 2１.０８ １2６.５０ 3.１６円/ℓ 3円/ℓ

生ごみ処理施設運営管理費 3９,８９９ 不燃 ８０,3５８ 2６,７８６ ４６3 ５７.８５ 3４７.１2 ８.６８円/ℓ ４円/ℓ

施設整備費（生ごみ） １４,７４６ 生 ９４,９６９ 3１,６５６ 2,１８１ １４.５１ ８７.０９ 2.１８円/ℓ 2円/ℓ

焼却施設管理運営事業費 3６８,223 資源物（参考） １2４,９６１ ４１,６５４ 2,3０７ １８.０６ １０８.33 2.７１円/ℓ ０円/ℓ

施設整備費（焼却） １４５,８3９ 粗大 １００円～９００円

リサイクルセンター運営管理費 ８５,2４９ 可燃粗大・直搬 １０,3１０ 3,４3７ １６3 2１０.８６円/１０ｋｇ -

施設整備費（リサイクル） ６,８１０ 不燃粗大・直搬 ８１,９2４ 2７,3０８ ５32 ５１3.3１円/１０ｋｇ 23１円/１０ｋｇ

ごみ処理場運営管理費 １８５,０７４ 合計 ８９６,６８９ 2９８,８９７ １3,６１７

施設整備費（ごみ処理場） ５０,０６８ （表７）

総務管理費 ０ 総経費 １/3軽減（一廃） 処理量

循環型社会推進費 ０ （千円） （千円） （ｔ）

環境美化推進費 ０ 事業系可燃 ４2,９０５ 2８,６０3 １,2１４ 23５.６１円/１０ｋｇ 2１７円/１０ｋｇ

減価償却費（廃棄物管理課） ０ 事業系不燃 １７,９１５ １１,９４3 １23 ９７０.９８円/１０ｋｇ 3４3円/１０ｋｇ

人件費（廃棄物管理課） ０ 事業系生 2０,５４５ １3,６９７ １,3１４ １０４.2４円/１０ｋｇ ９3円/１０ｋｇ

消化ガス売却収入 -3７,23１ 事業系資源 ４５６ 3０４ １７ １７８.８2円/１０ｋｇ １１４円/１０ｋｇ

有価物売払収入 -2９,６８７ 産廃可燃 １４６,４５７ １４６,４５７ 2,０2０ ７2５.０3円/１０ｋｇ ４００円/１０ｋｇ

１,１９７,2６９ 産廃不燃 ７2,3０４ ７2,3０４ １,3０５ ５５４.０５円/１０ｋｇ ５０９円/１０ｋｇ

１９,６９６ 合計 3００,５８2 2７3,3０８ ５,９９3

６１ ※現行手数料の産廃可燃・不燃は税込

収入

　　　①　処理原価の合計金額（千円）

　　　②　処理量（ｔ）

　　　③　１ｋｇ当たりの処理原価（円/ｋｇ）　①/②

経常
費用

処理
原価

中間処理

最終処分

管理
費用

管理

費用種別 部門 費目 家庭系 算定単価 現行手数料

事業系 算定単価 現行手数料

残渣（生ごみ・資源・し渣）、焼却灰、ボランティア袋含まず。
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１．令和２年度ごみ処理手数料の算定方法で令和２～３年度平均経費に軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を試算した

ところ現行手数料とは乖離がみられる。

２．令和２年度ごみ処理手数料の算定となる収集運搬費の配分方法（①～③）は実態とは異なっており、実態に基づき費用

配分を見直すとごみ種別（家庭系一般廃棄物）の算定単価と現行手数料は更に乖離が生じると見込まれる。

① ごみ種別の処理量で経費案分していること

② 現状、受入を実施していない可燃直搬にも経費案分していること

③ 粗大ごみにも経費案分されているが、実態では不燃日収集からコールセンター方式に収集方法が変更していること

３．ごみ処理量の見通しと実績に差異があり、処理経費÷処理量での算定において処理量が大きくなると処理原価は下が

るため、令和２～３年度平均実績から算出する処理原価と乖離が生じる大きな要因となっている。

令和２年度ごみ処理手数料の算定方法は処理経費（直接的経費のみ）×軽減措置（負担割合を家庭系１/3、事業系一廃

2/3、産廃 3/3）÷処理量から算定単価を算出したが、実態と乖離が生じており、ごみ種別ごとの差異の大小も異なっ

ている。

ごみ種別の処理経費に一律の軽減措置（負担割合）を講じて算定単価を算出する方法は実態には即していない状況で

ある。

検証結果


